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研究要旨 
多様なニーズに対応する地域完結型情報提供・相談支援システムの確立を目指
し、地域の情報提供・相談支援体制を検証して、これを補強しうる人材養成を促
進し、地域ニーズの抽出に基づく相談支援・情報提供体制の在り方、必要な人材
の育成とその介入モデル、療養を含めた地域情報づくりモデルを提案することを
目的とし、初年度となる平成29年度には、①地域ニーズに基づく情報提供体制の
在り方研究と、②支援体制活性化人材の養成並びにその介入モデルの確立研究を
並行した。①では、がん診療拠点病院の意識調査(2016年6月)や福岡県での相談支
援センターの課題認識の検証に加え、がん医療ネットワークナビゲーターによる
がん医療情報提供強化プロジェクト（H26-がん政策-一般-007）を先行展開した3
県に東京，神奈川の一部地域に大分を加えた１都5県を対象に、アンケートによ
る「がん患者さんとご家族向け支援の実態調査」を実施し、人口構成や生活環境
によって地域ニーズに差があることを明らかにした。②では、日本癌治療学会の
がん医療ネットワークナビゲーター制度を対象に、その普及・展開を支援した。
結果、シニアナビゲーター36名、ナビゲーター45名が資格認定され、資格取得予
備軍となるe-LEARNING受講者も299名まで増加した。また、その実態調査を行
った。資格取得者が効率的に機能する体制構築が課題であることを明らかにし
た。 
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Ａ．研究目的 
生活圏で異なる多様なニーズに対応し、求
められるものへと正確につなぐ地域完結型
情報提供・相談支援システムの確立を目指
し、地域の情報提供・相談支援体制とこれを
補強する人材養成プログラムを検証・支援
し、地域ニーズの抽出に基づく相談支援・情
報提供体制の在り方、これを効率化する人
材の育成と介入モデル、療養を含めた地域
情報づくりモデル等を提案する。 
 
Ｂ．研究方法 
【全体計画】 
本研究では、Work Package (A). 地域ニー
ズに基づく情報提供体制の在り方研究と、
Work Package (B). 支援体制活性化人材の
養成並びにその介入モデルの確立研究を並
行し、下記のロードマップに従い、ともに 3
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年間で①各地方の支援体制の実態把握・実
効性検証、②ニーズの抽出、③対応モデル・
マニュアルの提案の 3 ステップを消化し、
総括に結ぶ。 
１）ロードマップ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Work Package (A)  
初年度には、がん医療ネットワークナビゲ
ーター養成プロジェクト（H26-がん政策-一
般-007）でモデル事業を展開した人口構成、
地理的、文化的背景、がん 5 年生存率の異
なる福岡、熊本、群馬の 3 県とその近隣地
域を対象に、がん診療連携拠点病院相談支
援センター/地域統括相談支援センター/医
療・ケアネットワーク等を対象とした数値
統計や患者、患者家族、がん医療・在宅・介
護福祉関係者、相談員、ピアサポーター、が
ん教育関係者に対するアンケート，面談等
によって各地域の情報提供・相談支援の実
効性を検証する。平成 30 年度には、地域に
おけるがん対策の推進と患者支援に資する
介入モデルの作成に関する研究（H22-がん
臨床-一般-007）のノウハウを活かし、比較
解析によりその地域差と各地域の特色ある
ニーズを明らかにし、最終年度には、全国で
参照可能な情報提供・相談支援の有効性向
上モデル、都道府県・市区町村向け地域情報
づくりモデル、がん医療・在宅・介護福祉関
係者、相談員向け情報提供ツール・マニュア
ルの提案を行う。 
Work Package (B) 
3 年間継続して、日本癌治療学会、がんサポ
ーティブケア学会、緩和医療学会などの情
報提供・相談支援体制活性化人材の養成活
動を調査して連携を図り、がん医療ネット
ワークナビゲーター制度を中心にその人材
養成活動を支援し、平成 29・30 年度の 2 年
間をかけて、ピアサポーター養成事業も含
め、それらプログラムの開始前後の相談者
数、地域医療・ケアの利用者数の変動解析等
からそれら人材養成事業の効果を検証し、
最終年度には、Work Pachage (A) との統合
解析を経て、情報提供・相談を求める患者・
家族を効率よく専門的施設に集約する協力
人材の養成プログラムの展開と有効なその
介入モデルの提案に至る。 

研究実施体制 
研究代表者(西山)：事業の計画立案と統合解

析・研究総括 
 

Work Package (A)  
地域ニーズに基づく情報提供体制の在り
方研究 
① 実効性検証研究：片渕，藤，渡邊（研

究分担者），佐々木治一郎（研究協力
者） 

② 地域ニーズの検討：調（研究分担者），
境 健爾，浅尾高行，矢野篤次郎（研
究協力者） 

③ 対応モデル・マニュアルの提案：渡邊，
藤（研究分担者），竹山由子，矢野篤次
郎（研究協力者） 

Work Package (B)  
支援体制活性化人材の養成並びにその介
入モデルの確立研究 
① 人材養成支援：相羽（研究分担者）、

佐々木治一郎，加藤雅志（研究協力者） 
②地域ニーズの検討：相羽（研究分担者）、

吉田 稔，浅尾高行，矢野篤次郎（研
究協力者） 

③ 介入モデル・地域情報づくりマニュア
ルの提案：片渕，渡邊（研究分担者）、
竹山由子，矢野篤次郎（研究協力者） 

 
【平成 29 年度実施研究】 
Work Package (A)：地域の情報提供・相談
支援の実効性検証 
① がん診療拠点病院の意識調査(2016 年 6

月) 等の客観情報や、がん医療ネットワ
ークナビゲーターによるがん医療情報提
供強化プロジェクト（H26-がん政策-一
般-007）を先行展開した熊本県、福岡県、
群馬県での関係者からの意見収集により、
現状の情報提供・相談支援体制の課題、
地域ニーズを整理する。 

② 上記 3 県に加え、東京、神奈川の一部と
大分県を対象に、相談対応・情報提供・
連携施設計 1,991 施設（がん診療連携・
拠点病院、地域統括相談支援センター、
病院/診療所、保険薬局、地域包括支援セ
ンター、訪問看護事業所、市区町村窓口、
保健所、患者会・患者団体など）を抽出、
アンケートによる「がん患者さんとご家
族向け支援の実態調査」を実施する。回
収率を高めるため締切を 12 月末として
調査票を再送し、年度内にデータを集計
して調査を完了する。 

Work Package (B)：情報提供・相談支援の
活性化人材の養成支援 
① 情報提供・相談支援体制の活性化に資す

る人材の養成に関し、がん診療連携拠点
病院・がん診療連携病院を対象とした事
業を除き、全国規模で組織的・継続的に
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これを実施、検証している認定事業を調
査する。 

② 日本癌治療学会と連携し、がん医療ネッ
トワークナビゲーター制度の実施を支援
し、全国展開を加速して、人材養成を促
進する。 

③ がん医療ネットワークナビゲーターの有
効性検証のため、資格取得者に実態調査
をアンケートにて行う。 

 
（倫理面への配慮） 
本研究は、現有課題の解決を目指した新た
な医療情報の提供・相談支援体制モデル、こ
れに必要な人材養成とその介入プランにつ
いて提案を目的とした研究で介入試験を伴
わない。ただし、モデル事業における評価は
疫学研究の対象になるとも考えられ、「人を
対象とする医学系研究に関する倫理指針」
を遵守してこれを行う。 
必要に応じ、研究対象者に対する個人情報
の管理、人権擁護上の配慮、不利益・危険性
の排除や説明と同意（インフォームド・コン
セント）への対応を含めた研究計画につい
て、すべての研究参加予定施設で、全施設の
関連倫理審査委員会に申請して審査を受け
る予定である。個人情報は匿名化するが、臨
床情報との連結が必要な場合も想定される
ことから、その際には、個人情報管理者を各
施設に置いて連結表を管理する。得られた
データは、連結可能匿名化により新たに分
類され、個人情報管理者がパスワードによ
るログイン機能を付加した特定のコンピュ
ター内でのみ保存する。照合は個人情報管
理者のみが行う。また、研究参加施設のプラ
イバシー保護ポリシーとその管理体制に従
い、プライバシー保護管理責任者およびプ
ライバシー保護担当者を定めるなど、個人
情報の利用にあたっては情報流出のリスク
を最小化すべく各種安全管理対策を講じる。
臨床試験でないためにモニタリング・監査
に関する特別な体制は構築しないが、研究
代表者分担者は、研究の適正性及び信頼性
を確保するために必要な情報を収集し、検
討するとともに、研究参加機関の長に対し
てこれを報告し、その依頼を受けた倫理審
査委員会の審査を受け、研究参加機関の長
の指示・決定に従って研究を実施する。 
検証のための評価指標は、研究の進展とと
もに追加あるいは削除する可能性があり、
確定時点で、計画書、説明文書、同意文書、
同意取り消し文書の作成を開始し、その完
成後に各施設の審査申請書を作成する。 
 
Ｃ．研究結果 
 
Work Package (A) 地域ニーズに基づく情
報提供体制の在り方研究 

(1) 情報提供・相談支援体制の課題探索 
人口構成、地理的、文化的背景、がん 5 年

生存率の異なる先行研究実施地域（福岡、熊
本、群馬）を中心に、現状の情報提供・相談
支援体制の課題を統計等の客観情報の収集
と関係者からの意見収集により検証・整理
した（添付資料 1、２）。抽出された主な課
題は、以下のごとくである。 

 
 がん相談支援センター関係 
極めて低い利用率（7.7％），相談内容の多
様化:医療・在宅・連携・費用・（就労、就
学）・難治・希少がん・ゲノム医療，不十分
な人材配置：連携部門、看護部門、サービ
ス部門、ピアサポート、患者会・患者支援
団体との連携部署，相談件数による人材配
置，サポートセンター（コールセンター）
との連携，相談員の教育体制（基礎研修 e-
learning 化、指導者研修、フォローアップ），
ＰＤＣＡサイクル、院内への周知、質の担
保と格差 等 
 相談支援・緩和ケア・セカンドオピニオ

ン等の取り組みの地域間格差 
地域連携クリティカルパスの運用格差，継
続的な疼痛緩和治療（在宅提供）における
格差，地域包括支援センター、産業保健総
合支援センター、地域統括相談支援センタ
ー等との連携格差 
 インターネットや SNS の活用（35%） 
科学的根拠に基づかない情報の氾濫，コミ
ュニケーションに配慮が必要な患者への
対応（音声資料・点字資料），ウェブサイト
の監視体制、医療機関サイトの適正化 
 就労・在宅支援 
がん患者実態調査で依願退職または解雇
された者の割合 34.6％，職場・患者側の体
制整備、情報提供・相談支援，両立支援プ
ラン／職場復職支援プランの整備，在宅緩
和ケア，在宅療養支援診療所・病院、薬局、
訪問看護ステーションの医療・介護従事者
への緩和ケア研修，就職支援ナビゲーター
（公共職業安定所），拠点病院の整備指針 
 

(2) 地域ニーズの試行的探索 
上記①と同様、先行研究実施地域（福岡、

熊本、群馬）を中心に、情報提供・相談支援
体制の地域ニーズを統計等の客観情報の収
集と関係者からの意見収集により検証・整
理した（添付資料３，４，５）。 
 人口構成、地理的、文化的背景等により、
相談内容と件数に差異がみられた。大都市
圏ではその多様性が目立ち、情報提供・相談
支援体制整備の先進県では、漠然とした不
安等の相談内容も多く、高齢単身世帯の増
加が著しい地域においても、過疎地域と都
市部では相談内容が少しく異なり、後者で
は、意志決定代行者探し、財産分与、などに
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ついての相談も含まれており、効果的な情
報法提供・相談支援の実施には、地域ニーズ
の抽出に基づく相談支援・情報提供体制の
在り方、必要な人材の育成とその介入モデ
ル、療養を含めた地域情報づくりモデル策
定の必要性が示唆された（下図参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3)第一期地域ニーズ抽出アンケート調査 
より正確に地域ニーズを把握するため、

対象を、病院（がん診療連携拠点病院）、病
院（一般）、病院（緩和ケア施設）、診療所（在
宅有）、診療所（在宅無）、地域統括相談支援
センター、地域包括支援センター、訪問看護
事業所、訪問介護事業所、居宅介護支援事業
所・ケアセンター、保険薬局、市区町村の窓
口、保健所、図書館、患者会・患者支援団体、
まで広げた「がん患者さんとご家族向け支
援の実態調査」のアンケートを行った（添付
資料６）。2017 年 10 月に協力依頼文ととも
に下記 1,991 施設に調査票を送付、回収状
況を踏まえて 11月に未回答施設に対して再
依頼とともに調査票の送付を行った。2017
年 12 月に回答を締め切り、集計を行った。
アンケート送付施設からの送付先変更依頼
もあり、最終的に 2,004施設へ送付を行い、
763 施設から回答を得た。回収率は 38.1％
となった。調査データ入力・集計を修了し、
現在、結果解析中である。 

 
調査票依頼先（属性別）と回答率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
単純集計の結果例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Work Package (B) 地域ニーズに基づく
情報提供体制の在り方研究 
 
(1) 情報提供・相談支援体制の活性化に資

する人材の養成制度調査 
情報提供・相談支援体制の活性化に資す

る人材の養成に関し、がん診療連携拠点病
院・がん診療連携病院を対象とした事業を
除き、全国規模で組織的・継続的にこれを
実施、検証している認定事業を調査した。
ピアサポーター養成事業, 就労支援研修
事業, 学会等その他の認定制度等、を中心
にネット検索、該当すると思われる実施組
織、期間、施設ならびに有識者への問い合
わせを行ったが、予想に反し、全国規模で
組織的・継続的・系統的にこれを実施し、
有効性を検証している（予定している）認
定事業は見いだせず、現時点で該当なしと
して調査を完了した。しかしながら、見落
としや新たな制度が発足する可能性もあ
り、次年度も調査を行うこととした。 

 
(2) 日本癌治療学会との連携による、がん

医療ネットワークナビゲーター養成
支援 

 日本癌治療学会と連携し、養成人数を増
加させるための制度改革(2 段階認定制度
の導入等)の実施を支援し（添付資料７）、
都道道府県の指導責任者を定め（就任依頼
中 3 県、申請中 1 県）、全体会議・説明会
を開催した（添付資料８、９）。また、実
地見学施設（認定施設）を全国へと拡大し、
総数 65 施設まで増加させた（添付資料１
０）。さらに、プレスリリースや日本薬剤
師会への働きかけ等により、同制度につい
て広報を推進した（添付資料１１、１２）。 
 こうした制度整備を経て、シニアナビゲ
ーター36 名、ナビゲーター45 名が資格認
定を受け、資格取得予備軍となる e-
LEARNING 受講者も 299 名まで増加し
た。 
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(3) 認定がん医療ネットワークシニアナビ
ゲーターへのアンケート調査 

 認定シニアナビゲーターの活動状況等に
ついてアンケート調査を実施した（2017 年
12 月発送）。次年度早々に詳細分析・評価し、
ナビゲーター制度のがん診療現場での利
用・活用の現状を把握すると共に、問題点を
抽出し、改善事項をフィードバックする（添
付資料１３）。 
 
Ｄ．考察 
 がんに関する適切な情報提供は、今なお
国民の強い要望である。一定の成果は認め
られるものの、依然、相談支援センターの低
い認知度・利用率、施設・地域間格差、多様
化する相談ニーズ、などの課題が指摘され
ている。人口構成や地理的、文化的背景が異
なる地域では当然ニーズも、有効な対応体
制も異なるものと考えられ、また、限りある
医療資源のなか、その広報にも限界があり、
地域に根差してこれへとつなぎ、広める支
援人材と地域の情報づくりの効果的モデル
やマニュアルの提案は必須と思われる。 
 実際、今年度の研究結果も、こうした研究
仮説を支持するものとなった。実施した調
査名いずれも探索的なもので、その精度・信
頼度には限界はあるものの、生活圏で情報
提供・相談支援へのニーズに特徴が認めら
れる。相談内容の多様化は、施設間、地域間
格差を生み、また負担の増大による広報の
不足から、その認知度の低下を招いている。
急速な情報提供・相談支援体制の整備とと
もに、相談支援センターや国立がん研究セ
ンターのがん情報サービスは質、量ともに
大きく進歩しているものの、そこにたどり
着くことのできない情報難民は今なお少な
くない。地域に根差してこれへとつなぎ、広
める支援人材の養成は必須であり、様々な
試みが行われてきたが、全国規模で組織的・
継続的にこれを実施、検証している制度は
見いだせず、その点において、日本癌治療学
会の認定ナビゲーターの養成事業は支援す
る価値あるものと考えられる。 

しかしながら、きっちりとした養成プログ
ラムを有する新しい制度であるがゆえに、
養成数に課題があった。今年度はその精度
をより効率的なものへと改め、一気にその
養成数を増やすことができた。 
患者の複雑で多様なニーズに対し、地域の
経験や創意を取り入れ、多様な主体が役割
分担の下に参加する地域完結型の情報提供、
相談支援とそれに必要な人材育成体制の確
立は、①がん対策推進基本計画の分野別施
策と個別目標である「地域の医療・介護サー
ビス提供体制の構築」、「がんに関する相談
支援と情報提供」の実現に直接的に反映し
うるものといえ、ひいては、同計画の全体目
標である「全てのがん患者とその家族の苦
痛の軽減と療養生活の質の維持向上」、「が
んになっても安心して暮らせる社会の構築」
の実現に大きく寄与するものと考えられる。
また、②これに有効な人材の養成は、学会の
認定資格制度等として継続して展開、多職
種・多領域専門家による教育の質の向上を
促すものとなる。さらに、③こうした人材に
よる地域における広報活動は、地域の「がん
教育」や「がん患者就労支援」にもつながり、
職種を問わない人材養成により、経験を活
かせる新たな雇用機会の創生、ワーキング
シェアの概念普及、導入機会の増加の可能
性をも生むと考えらえる。 
 比較解析によりその地域差と各地域の特
色あるニーズを明らかにし、地域における
がん対策の推進と患者支援に資する介入モ
デルの作成に関する研究（H22-がん臨床-一
般-007）のノウハウを活かし、比較解析によ
りその地域差と各地域の特色あるニーズを
明らかにし、日本癌治療学会の認定ナビゲ
ーター制度のみではなく、ピアサポーター
養成事業等の人材養成制度の活性化を支
援・検証する次年度の研究へとつないでい
く。 
 
Ｅ．結論 
平成 29 年度は、がんに関わる情報提供相談
支援体制につき、各種報告等を検証し、現状
の情報提供・相談支援体制の課題を整理し、
先行研究実施地域（福岡、熊本、群馬）を中
心に、情報提供・相談支援に関わる施設への
聞き取り調査ならびに計 1,991 施設へのア
ンケートによる「がん患者さんとご家族向
け支援の実態調査」を実施、人口構成、地理
的、文化的背景、がん 5 年生存率の異なる
地域のニーズを抽出した。 
また、情報・相談を求める患者・家族をがん
診療連携拠点病院の相談支援センターやが
ん対策情報センターへとつなぐための新規
人材養成制度（がん医療ネットワークナビ
ゲーター制度）の構築を支援し、その全国展
開を加速して、シニアナビゲーター36 名、
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ナビゲーター36 名が資格認定、資格取得予
備軍となる e-LEARNING 受講者が 299 名
まで増加させた。実施した調査名いずれも
探索的なもので、その精度・信頼度には限界
はあるものの、生活圏で情報提供・相談支援
へのニーズに特徴が認められた。患者の複
雑で多様なニーズに対し、地域の経験や創
意を取り入れ、多様な主体が役割分担の下
に参加する地域完結型の情報提供、相談支
援とそれに必要な人材育成体制の確立が急
がれる。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
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資料７ 
 

一般社団法人日本癌治療学会認定がん医療ネットワークナビゲーター・ 
認定がん医療ネットワークシニアナビゲーター制度規則 

第 1 章 総 則 
（目 的） 
第 1 条 我が国におけるがん医療の発展と進歩を促し、国民の福祉に貢献することを目的

として、一般社団法人日本癌治療学会（以下、本法人と略す。）は認定がん医療ネットワ
ークナビゲーター・認定がん医療ネットワークシニアナビゲーター制度を定める。 

（定 義） 
第 2 条 本法人認定がん医療ネットワークナビゲーター（以下、認定がんナビゲーターと略

す。）は、2次医療圏でのがんの啓発活動を行うに十分な知識と素養を修得した者である。
ただし、医療介入に関してはこれを禁ずる。 

第 3 条 本法人認定がん医療ネットワークシニアナビゲーター（以下、認定がんシニアナ
ビゲーターと略す。）は、がん医療を受けるために必要な医療関連情報、生活支援情報等
に関する適切な助言・提案・支援を行うに十分な知識と素養を修得した者である。ただ
し、医療介入に関してはこれを禁ずる。 

（業 務） 
第４条 認定がんナビゲーターの業務は以下のように規定する。 
  (1) 地域におけるがん診療情報や医療サービス情報を収集する。 

(2) 地域におけるがん診療情報や医療サービス情報を提供する。 
(3) 地域のがん診療連携活動に参加する。 
(4) 医療介入またはこれに相当する可能性のある行為は行わない。 

第５条 認定がんシニアナビゲーターの業務は以下のように規定する。 
(1) 地域におけるがん診療情報や医療サービス情報を収集する。 
(2) がん患者・家族等の求めに応じ、がん診療情報や医療サービス情報を適切に提供す

る。 
(3) 地域連携クリティカルパスの運用支援を行う。 
(4) 臨床試験・治験に関する情報を適切に提供する。 
(5) がん診療連携拠点病院の相談支援センターと連携し、地域のがん診療連携活動を推

進する。 
(6) 医療介入またはこれに相当する可能性のある行為は行わない。 

（個人情報保護および秘密保持） 
第６条 認定がんナビゲーター・認定がんシニアナビゲーターは、その職務履行に際して、

個人情報保護義務および秘密保持義務を負う。 
2 患者との秘密保持契約を結ぶ。 
3 退任後も業務上知り得た情報を外部に漏洩してはならない。 
(ワーキンググループの設置) 
第７条 本法人は、がん医療ネットワークナビゲーター制度検討ワーキンググループ（以下、

制度検討 WG と略す。）を置く。本 WG の構成及び運営については細則に定める。 
第８条 本法人は、がん医療ネットワークナビゲータースクーリングワーキンググループ

（以下、スクーリング WG と略す。）を置く。本 WG の構成及び運営については細則に
定める。 

第９条 本法人は、がん医療ネットワークナビゲーター制度検証ワーキンググループ（以下、
制度検証 WG と略す。）を置く。本 WG の構成及び運営については細則に定める。 

第 10 条 本法人は、がん医療ネットワークナビゲーター広報ワーキンググループ（以下、
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広報 WG と略す。）を置く。本 WG の構成及び運営については細則に定める。 
第 11 条 本法人は、がん医療ネットワークナビゲーター将来構想ワーキンググループ（以

下、将来構想 WG と略す。）を置く。本 WG の構成及び運営については細則に定める。 
第 2 章 認定がん医療ネットワークナビゲーター 
（申請資格） 
第 12 条 認定がんナビゲーターの認定を申請する者は、下記の条件をすべて満たすことを

要する。各条件の詳細は細則に定める。 
(1) 本法人の定める e ラーニングシステムにおいて最新のすべての科目を聴講し、小テ

ストを受験して合格していること。 
(2) 申請時にがん医療に関わる地域医療ネットワークに参加している施設もしくは組織

に所属していること。 
（申請方法） 
第 13 条 新規認定を申請する者は、（以下、新規申請者と略す。）は、本法人ホームページ

より、申請書類をダウンロード及びプリントアウトし、本法人に申請する。 
（認定証の交付） 
第 14 条 認定は、認定料（2,000 円）を本法人の期日までに納付したものに、修了証とバ

ッジを授与する。 
第 3 章 認定がん医療ネットワークシニアナビゲーター 
（申請資格） 
第 15 条 認定がんシニアナビゲーターの認定を申請する者は、下記の条件をすべて満たす

ことを要する。 各条件の詳細は細則に定める。 
  (1)認定がんナビゲーターの資格を有するもの。  

(2)本法人の指定するコミュニケーションスキルセミナーを受講していること。 
(3)本法人の定める認定見学施設において、本法人の定める地域医療ネットワークの実地

見学を修了し、指導責任者による証明がなされていること。 
(4) 申請時にがん医療に関わる地域医療ネットワークに参加している施設もしくは組織

に所属していること。 
（申請方法） 
第 16 条 新規認定を申請する者は、（以下、新規申請者と略す。）は、本法人ホームページ

より、申請書類をダウンロード及びプリントアウトし、申請資格を証明する書類を添え
て本法人に申請する。 

（認定証の交付） 
第 17 条 認定は、認定料を本法人の期日までに納付したものに、認定証、バッジ、認定カ

ードを授与し、ホームページで速やかに公知する。 
第 4 章 認定 
（認 定） 
第 18 条 制度検討 WG は、申請書類によって新規申請者の認定資格を審査し、その結果

は、がん診療連携・認定ネットワークナビゲーター委員会（以下、がん診療連携・ナビゲ
ーター委員会）委員長を通じて、本法人理事会において承認される。 

（認定の取り消し） 
第 19 条 認定された後、認定がんナビゲーター・認定がんシニアナビゲーターとしてふさ

わしくない行為が認められた場合、申請書類に虚偽が認められたときは、制度検討 WG
の審議を経て、がん診療連携・ナビゲーター委員会委員長を通じて本法人理事会に答申
し、本法人理事会の議決を経て、認定がんナビゲーター・認定がんシニアナビゲーター
の対象から除外する。ただし、本人の意志に反する場合、その新規申請者に対し、それ
ぞれの議決の前に弁明の機会を与えなければならない。 

2 前項に基づき認定がんナビゲーター・認定がんシニアナビゲーターとして認定されなか
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った者は、その日から 3 年間、認定がんナビゲーター・認定がんシニアナビゲーターの
申請することを認めない。 

3 制度検討 WG は、第 2 項に基づき新規申請者を認定がんナビゲーター・認定がんシニア
ナビゲーターとして認定しなかった場合は、その旨を申請者に通知する。 

第 5 章 更新 
（申請資格） 
第 20 条  認定日から 5 年ごとの更新とし、更新時の条件は、別に定める。 
2 更新申請を正当な理由で行えない場合は、更新猶予申請書及び更新申請を行えない理由を

証明するものを提出し、本法人理事会の承認を得なければならない。 
（申請方法） 
第 21 条 更新を希望する者は、本法人ホームページより、申請書類をダウンロード及びプ

リントアウトし、申請資格を証明する書類を添えて本法人に申請する。 
（認 定） 
第 22 条 制度検討 WG は、申請書類によって新規申請者の認定資格を審査し、その結果

は、がん診療連携・認定ネットワークナビゲーター委員会（以下、がん診療連携・ナビゲ
ーター委員会）委員長を通じて、本法人理事会において承認される。 

（認定の取り消し） 
第 23 条 次に掲げる各号に該当する者は、制度検討 WG で審議し、がん診療連携・ナビゲ

ーター委員会委員長を通じて本法人理事会に答申し、本法人理事会の議を経て、認定が
んナビゲーター・認定がんシニアナビゲーターの認定を抹消する。ただし、本人の意志
に反する場合、その認定がんナビゲーター・認定がんシニアナビゲーターに対し、それ
ぞれの議決の前に弁明の機会を与えなければならない。 
(1) 正当な理由を付して、認定がんナビゲーター・認定がんシニアナビゲーターとしての

登録を辞退した者。 
(2) 認定がんナビゲーター・認定がんシニアナビゲーターの更新申請を行わなかった者。

ただし、更新猶予申請が承認された者は、この限りではない。 
(3) 申請書に虚偽が認められた者。 
(4) その他、認定がんナビゲーター・認定がんシニアナビゲーターとして不適当と認めら

れた者。 
（復活、再申請） 
第 24 条 やむを得ない事情により認定がんナビゲーター・認定がんシニアナビゲーターの

認定を抹消された者については、本法人理事会の議を経て、認定の復活を認めることが
できる。 

2 前条第 1 号および第 2 号に基づき認定を抹消された者は、抹消された翌年以降に新規申
請を行なうことができる。 

3 前条第 3 号に基づき認定を抹消された者は、新規申請を行うことができるが、抹消され
た日から 3 年間は、これを認めない。また、制度検討 WG は、その者の所属する施設責
任者に、その旨を通知する。 

第 6 章 認定がんナビゲーター指導責任者 
（指導責任者） 
第 25 条 次の各号に定めるすべての資格条件を満たすものを指導責任者として認める。 

(1) 日本癌治療学会正会員である。 
(2) 日本がん治療認定医機構の認定するがん治療認定医である。 
(3) 本法人の定める認定研修施設に常勤する者である。 
(4) 地域のがん医療ネットワークの構築・運営に責任ある立場の者である。 

（申請・変更） 
第 26 条 認定・変更を希望する者は、認定見学施設申請書を本法人に申請する。 
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（認定） 
第 27 条  制度規則第 18 条の規定を準用する。この場合の認定がんナビゲーターは認定が

んナビゲーター指導責任者に読み替えるものとする。 
（認定証の交付） 
第 28 条 認定証を授与し、ホームページで速やかに公知する。 
（失 効） 
第 29 条 認定がんナビゲーター指導責任者資格は、制度規則第 25 条に定められたすべて

の資格条件を満たさなくなった時点で失効する。 
第 7 章 認定見学施設の申請 
（申請資格） 
第 30 条 申請により、制度規則第 25 条に定める指導責任者 1 名以上が常勤し、指導責任

者の下に十分な指導体制がとられていることを必須要件とし、次の各号に定めるいずれ
かの資格を有する施設を認定研修施設として認定する。 
(1) 全国がん（成人病）センター協議会加盟施設 
(2) 特定機能病院 
(3) 都道府県がん診療連携拠点病院、地域がん診療連携拠点病院、特定領域がん診療連携

拠点病院、地域がん診療病院 
(4) その他、施設からの申請に基づき本法人により承認された施設 

（その他、本法人により承認された施設） 
第 31 条 「その他、本法人により承認された施設」は制度検討 WG で協議し、がん診療連

携・ナビゲーター委員会委員長を通じて、本法人理事会において承認される。 
（申請・変更） 
第 32 条 認定・変更を希望する施設は、認定見学施設申請書を本法人に提出し申請する。

ただし、制度規則第 30 条第 4 号の施設は、申請資格を証明する書類を添えて本法人に申
請する。 

（認定証の交付） 
第 33 条 制度規則第 28 条の規定を準用する。 
第 8 章 規則の変更 
第 34 条 この規則の変更は、制度検討 WG において検討し、本法人理事会の承認を得て行

う。 
補 則 
第 35 条 本規則の施行に伴う細則は、別に定める。 
附 則 
１． 本規則は平成 25 年 7 月 31 日より施行する。 
２． 本規則は平成 26 年 6 月 20 日より施行する。 
３． 本規則は平成 26 年 11 月 19 日より施行する。 
４． 本規則は平成 28 年 7 月 8 日より施行する。 
５．  本規則は平成 29 年 4 月 6 日より施行する。 
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資料８ 

 

№ 都道府
県 氏名 施設 所属

1 北海道 加藤　秀則 独立行政法人国立病院機構 北海道がんセンター 副院長
2 青森 佐藤　温 弘前大学大学院医学研究科 腫瘍内科学講座
3 岩手 大塚　幸喜 岩手医科大学医学部 外科
4 宮城 石岡　千加史 東北大学病院 加齢医学研究所
5 秋田 本山　悟 秋田大学大学院医学系研究科 地域がん医療学
6 山形 吉岡　孝志 山形大学医学部 臨床腫瘍学講座
7 福島 佐治　重衡 福島県立医科大学医学部 腫瘍内科学講座
8 茨城 兵頭　一之介 筑波大学医学医療系臨床医学域 消化器内科学
9 栃木 清水　秀昭 地方独立行政法人栃木県立がんセンタ－ 外科

10 群馬 桑野　博行 群馬大学大学院医学系研究科 臓器病態制御系病態腫瘍制御学

11 埼玉 横田　治重 埼玉県立がんセンター 婦人科
12 千葉 藤里　正視 千葉県がんセンター　 相談支援センター　緩和ケアセンター

13 東京 細見　幸生 がん・感染症センター都立駒込病院 呼吸器内科
14 神奈川 大川　伸一 神奈川県立がんセンター 病院長
15 新潟 佐藤　信昭 新潟県立がんセンター新潟病院 乳腺　病院長
16 富山 竹川　茂 富山県立中央病院 緩和ケア科
17 石川 矢野　聖二 国立大学法人 金沢大学がん進展制御研究所 腫瘍内科研究分野
18 福井 道傳　研司 福井県立病院 外科
19 山梨 中込　博 地方独立行政法人山梨県立病院機構 山梨県立中央病院 乳腺外科　がんセンター局長
20 長野 小泉　知展 国立大学法人 信州大学医学部附属病院 信州がんセンター
21 岐阜 二村　学 国立大学法人 岐阜大学 腫瘍外科学（第2外科）
22 静岡 吉田　雅行 社会福祉法人　聖隷福祉事業団　総合病院　聖隷浜松病院 婦人科
23 愛知 岩田　広治 愛知県がんセンター中央病院 乳腺科
24 三重 田畑　務 国立大学法人 三重大学医学部附属病院 産婦人科学教室
25 滋賀 河内　明宏 滋賀医科大学 泌尿器科学講座
26 京都 鈴木　栄治 京都大学医学部附属病院 乳腺外科
27 大阪 東山　聖彦 大阪国際がんセンター（大阪府立成人病センター） 呼吸器外科
28 兵庫 掛地　吉弘 神戸大学医学研究科 外科学講座食道胃腸外科
29 奈良 長谷川　正俊 奈良県立医科大学 放射線腫瘍医学講座
30 和歌山 山本　信之 和歌山県立医科大学 内科学第三講座
31 鳥取 辻谷　俊一 国立大学法人 鳥取大学医学部附属病院 がんセンター
32 島根 礒部　威 国立大学法人 島根大学医学部内科学講座 呼吸器・臨床腫瘍学
33 岡山 藤原　俊義 国立大学法人　岡山大学大学院医歯薬学総合研究科 消化器外科学

34 広島 杉山　一彦 広島大学病院 がん化学療法科

35 山口 吉野　茂文 国立大学法人 山口大学医学部附属病院 腫瘍センター
36 徳島 丹黒　章 国立大学法人 徳島大学大学院 外科
37 香川 辻　晃仁 国立大学法人 香川大学医学部 臨床腫瘍学講座
38 愛媛 谷水　正人 独立行政法人国立病院機構 四国がんセンター 臨床研究部
39 高知 小林　道也 国立大学法人 高知大学医学部 医療学講座医療管理学分野
40 福岡 藤　也寸志 独立行政法人国立病院機構九州がんセンター 院長

41 佐賀 嬉野　紀夫 地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館 消化器外科

42 長崎 芦澤　和人 国立大学法人 長崎大学病院 副院長
43 熊本 片渕　秀隆 熊本大学大学院生命科学研究部 先端生命医療科学部門産科婦人科学分野

44 大分 矢野　篤次郎 (独）国立病院機構別府医療センター 副院長
45 宮崎 下田　和哉 国立大学法人 宮崎大学医学部 内科学講座消化器血液学分野

46 鹿児島 上野　真一 国立大学法人 鹿児島大学大学院医歯学総合研究科 臨床腫瘍学講座
47 沖縄 増田　昌人 国立大学法人 琉球大学医学部附属病院 がんセンター

申請中
依頼中
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資料９ 
 

認定がん医療ネットワークナビゲーター・シニアナビゲーター 

地域指導責任者・指導責任者・実務担当者説明会 

 

日時：10 月 21 日（土）11：30～12：30 （第 2 日目） 

会場：会議センター5 階 511+512 

座長：片渕 秀隆 熊本大学大学院生命科学研究部産科婦人科学分野  

   相羽 惠介 東京慈恵会医科大学内科学講座 腫瘍・血液内科 

  

プログラム 

開会のご挨拶 北川 雄光 一般社団法人日本癌治療学会理事長 

1. 新制度について  相羽 惠介  東京慈恵会医科大学内科学講座 腫瘍・血液内科 

2. 各地域の取り組み・報告 

1）群馬            調   憲    群馬大学大学院医学系研究科 肝胆膵外科分野 

        浅尾 高行  群馬大学未来先端研究機構 ビッグデータ統合解

析センター 

2）神奈川 佐々木治一郎 北里大学医学部附属新世紀医療開発センター 

                                     横断的医療領域開発部門臨床腫瘍学 

3）福岡            藤 也寸志  国立病院機構九州がんセンター 消化器外科 

          竹山 由子  国立病院機構九州がんセンター がん相談支援セ

ンター 

4）熊本            境  健爾  国立病院機構熊本医療センター 腫瘍内科 

                吉田  稔  日本赤十字社熊本赤十字病院 血液・腫瘍内科 

3. Q＆A          認定がん医療ネットワークナビゲーター制度検討ワーキンググル 

 ープ委員 

閉会のご挨拶      片渕 秀隆  熊本大学大学院生命科学研究部産科婦人科学分野 
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資料１０ 
種類①都道府県がん診療連携拠点病院 ②地域がん診療連携拠点病院 ③県がん診療連携拠点病院 ④その他 

  県 
種

類 
認定日 施設名１ 施設名２ 

1 北海道 ① 2016 年 10 月 19 日 独立行政法人国立病院機構 北海道がんセンター 

2 宮城 ① 2017 年 10 月 19 日   東北大学病院 

3 茨城 ② 2016 年 10 月 19 日 株式会社日立製作所 ひたちなか総合病院 

4 栃木 県 2016 年 4 月 8 日 国立病院機構 宇都宮病院 

5 群馬 ④ 2015 年 8 月 28 日 国立大学法人 群馬大学医学部附属病院 

6 群馬 ② 2015 年 10 月 28 日 日本赤十字社 前橋赤十字病院 

7 群馬 ② 2015 年 5 月 15 日 独立行政法人国立病院機構  渋川医療センター 

8 群馬 ② 2015 年 5 月 15 日 公立 藤岡総合病院 

9 群馬 ② 2015 年 10 月 28 日   伊勢崎市民病院 

10 群馬 ③ 2015 年 5 月 15 日   群馬県済生会前橋病院 

11 群馬 ③ 2015 年 5 月 15 日 医療法人社団日高会 日高病院 

12 群馬 ③ 2015 年 5 月 18 日 日本赤十字社 原町赤十字病院 

13 群馬 ② 2015 年 12 月 24 日   群馬県立がんセンター 

14 埼玉 ② 2015 年 10 月 28 日   
埼玉医科大学総合医療セン

ター 

15 埼玉 ② 2016 年 4 月 8 日   
獨協医科大学埼玉医療セン

ター 

16 東京 ④ 2017 年 10 月 19 日   昭和大学江東豊洲病院 

17 神奈川 ② 2017 年 4 月 6 日 JA 神奈川県厚生連 相模原協同病院 

18 神奈川 ① 2017 年 7 月 6 日   神奈川県立がんセンター 

19 山梨 ① 2017 年 7 月 6 日 地方独立行政法人山梨県立病院機構 山梨県立中央病院 

20 岐阜 ① 2016 年 10 月 19 日 国立大学法人 岐阜大学医学部附属病院 

21 三重 ① 2017 年 7 月 6 日   三重大学医学部附属病院 

22 滋賀 ② 2017 年 7 月 6 日   市立長浜病院 

23 京都 ① 2016 年 10 月 19 日   京都大学医学部附属病院 

24 大阪 ② 2016 年 10 月 19 日 地方独立行政法人大阪府立病院機構 
大阪府立急性期・総合医療

センター 

25 兵庫 ② 2016 年 4 月 8 日   神戸大学医学部附属病院 
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26 兵庫 ② 2016 年 10 月 19 日 地方独立行政法人神戸市民病院機構 
神戸市立医療センター中央

市民病院 

27 兵庫 ④ 2017 年 4 月 6 日 社会福祉法人恩賜財団 済生会兵庫県病院 

28 島根 ① 2017 年 7 月 6 日   島根大学医学部附属病院 

29 岡山 ① 2017 年 7 月 6 日   岡山大学病院 

30 広島 ① 2017 年 4 月 6 日   広島大学病院 

31 香川 ① 2016 年 10 月 19 日   香川大学医学部附属病院 

32 高知 ① 2017 年 10 月 19 日   高知大学医学部附属病院 

33 福岡 ① 2015 年 5 月 15 日 独立行政法人国立病院機構 九州がんセンター 

34 福岡 ① 2015 年 6 月 10 日   九州大学病院 

35 福岡 ② 2015 年 6 月 8 日 福岡県済生会 福岡総合病院 

36 福岡 ② 2015 年 5 月 15 日   福岡大学病院 

37 福岡 ② 2015 年 5 月 15 日 独立行政法人国立病院機構 九州医療センター 

38 福岡 ② 2015 年 5 月 15 日 独立行政法人国立病院機構 福岡東医療センター 

39 福岡 ② 2015 年 5 月 15 日 社会医療法人 雪の聖母会聖マリア病院 

40 福岡 ② 2015 年 5 月 15 日   飯塚病院 

41 福岡 ② 2016 年 4 月 8 日 独立行政法人地域医療機能推進機構 九州病院 

42 福岡 ② 2015 年 6 月 17 日   産業医科大学病院 

43 福岡 ④ 2015 年 5 月 15 日 公立学校共済組合 九州中央病院 

44 福岡 ③ 2015 年 10 月 28 日 社会医療法人共愛会 戸畑共立病院 

45 佐賀 ② 2017 年 10 月 19 日 地方独立行政法人 佐賀県医療センター好生館 

46 長崎 ② 2016 年 10 月 19 日 地方独立行政法人 佐世保市総合医療センター 

47 長崎 ① 2016 年 10 月 19 日   長崎大学病院 

48 熊本 ① 2015 年 5 月 29 日 国立大学法人 熊本大学医学部附属病院 

49 熊本 ④ 2015 年 5 月 29 日   熊本市立熊本市民病院 

50 熊本 ② 2015 年 5 月 15 日 日本赤十字社 熊本赤十字病院 

51 熊本 ② 2015 年 5 月 15 日 独立行政法人国立病院機構 熊本医療センター 

52 熊本 ② 2015 年 5 月 15 日 社会福祉法人恩賜財団 済生会熊本病院 

53 熊本 ② 2015 年 5 月 15 日 独立行政法人労働者健康福祉機構 熊本労災病院 

54 熊本 ② 2015 年 5 月 15 日 独立行政法人地域医療機能推進機構 人吉医療センター 

55 熊本 ③ 2015 年 5 月 15 日   熊本地域医療センター 

56 熊本 ③ 2015 年 6 月 8 日 医療法人創起会 くまもと森都総合病院 
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57 熊本 ③ 2015 年 5 月 15 日 社会医療法人社団高野会 
大腸肛門病センター高野病

院 

58 熊本 ③ 2015 年 5 月 15 日 国家公務員共済組合連合会 熊本中央病院 

59 熊本 ③ 2015 年 5 月 15 日 独立行政法人地域医療機能推進機構 熊本総合病院 

60 熊本 ③ 2015 年 5 月 15 日 一般社団法人天草郡市医師会立 天草地域医療センター 

61 熊本 ③ 2015 年 5 月 29 日 独立行政法人国立病院機構 熊本南病院 

62 熊本 ④ 2015 年 10 月 28 日 玉名郡市医師会立 玉名地域保健医療センター 

63 大分 ① 2016 年 7 月 8 日 独立行政法人国立病院機構 別府医療センター 

64 鹿児島 ① 2017 年 7 月 6 日   鹿児島大学病院 

 
静岡 

申請中 
② 2017 年 12 月 12 日   聖隷浜松病院 
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資料１１ 
 

がんの相談支援員育成 癌治療学会 患者・家族の悩み解決  

2017/10/21 付日本経済新聞 朝刊  
 
日本癌治療学会は 20 日、がん患者や家族を支える相談支援員制度を 11 月１日に立ち上

げると発表した。支援員を育てて薬局など身近な場所に配置し、がん診療の拠点病院と連
携しながら、患者と家族の悩みの解決にあたる。２年以内に全国約 1000 人の育成を目指
す。 
 発足するのは「認定がん医療ネットワークナビゲーター制度」。学会がネット講義など
を通じてナビゲーターとシニアナビゲーターを認定。ナビゲーターは、地域でがんに関す
る市民講座を開いたり、がん検診率の向上につながる情報を発信したりする。 
 シニアナビゲーターは、がん拠点病院にある相談支援センターと連携し、患者や家族の
疑問などに答える。治験に関する情報も提供する。 
 同学会は 2014 年から熊本、福岡、群馬の３県でナビゲーター事業を試行してきた。薬
剤師や看護師などを中心にこれまでナビゲーターが 225 人、シニアナビゲーターが 31 人
育った。研修に協力するがん拠点病院も 64 施設に広がり、正式に全国展開することにし
た。 

 

日本癌治療学会 
がん治療で情報ナビゲーター、全国展開へ 
毎日新聞 2017 年 10 月 26 日 11 時 32 分(最終更新 10 月 26 日 11 時 32 分) 

 日本癌（がん）治療学会（北川雄光理事長）は１１月から、がんの情報提供に特化した
「がん医療ネットワークナビゲーター」を育成し認定する制度を全国で展開する。モデル
事業では１０道府県の３１人が認定されており、当面、全都道府県で約１０００人の育成
を目指す。 
 ナビゲーターは、地域のがん診療や患者会、検診などの情報を収集し、がんの啓発活動
をしたり、患者や家族のさまざまな疑問や悩みを解決する手助けをしたりする。 
 患者や家族の相談支援と情報提供の充実は、国のがん対策の柱の一つ。全国のがん診療
連携拠点病院には相談支援センターが設置されているが、周知不足で利用率も低く、病院
と患者をつなぐ人材が求められていた。 
 ナビゲーターの認定を受けるには、がんの基本的な知識を学ぶため約４０時間、インタ
ーネットを介した講義と確認テストを受けることが必要。修了したら同学会のホームペー
ジから申請し、認定証とバッジを受け取る。 
 さらに、上級のシニアナビゲーターは、病院でのがん診療や相談の実地見学、患者との
コミュニケーション技術を研修で身に着ける。退院後の在宅の患者にも対応する。研修の
受講料などはいずれも有料。 
 担い手として想定しているのは看護師や薬剤師、がん経験者など、地域のがん医療にか
かわる人で、すでに薬局や病院などで活動しているナビゲーターもいる。同学会では「認
定されたナビゲーターが十分な役割を果たせているかも検証していきたい」としている。
問い合わせは同学会東京事務所（０３・５５４２・０５４６）。【下桐実雅子】 
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資料１２ 
 

公益財団法人 日本薬剤師会 

会長 山本 信夫殿 

 

厚生労働科学研究費（がん対策推進総合研究事業） 

生活・療養環境による要望特性に応じたがん情報提供・ 

相談支援体制の在り方：地域ニーズの検証と活性化人材の育成と普及 

研究代表者 西山正彦 （群馬大学病態腫瘍薬理学講座） 

研究者 片渕秀隆（熊本大学大学院生命科学研究部産科婦人科学分野） 

研究者 相羽惠介（東京慈恵会医科大学内科学講座） 

 

            

 

厚生労働科学研究費による優良性のアンケート調査についての依頼 

 

謹啓 爽秋の候ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

当研究班におきまして、日本癌治療学会認定がん医療ネットワークナビゲーター・シニア

ナビゲーター制度を広報すること並びにがん患者さんとご家族向け支援の実態調査に保

険薬局の方々にご協力頂けますよう何卒ご高配賜りますようお願い申し上げます。 

謹白 

 

記 

 

     1. 認定がん医療ネットワークナビゲーター・シニアナビゲーターの展開のお願い 

     2. 認定がん医療ネットワークナビゲーター・シニアナビゲーターリーフレット  

     3. 認定がん医療ネットワークナビゲーター・シニアナビゲーター制度規則 

     4. 認定がん医療ネットワークナビゲーター・シニアナビゲーター制度運営細則 

     5. ステッカ―（案） 

     6. アンケート（案） 

     7. アンケート調査送付対象一覧 

以上 
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資料１３ 
 

認定がん医療ネットワークナビゲーターについてのアンケート 

 

以下の各項目について、○、あるいは具体的な記載でお答えください。  

 

１、あなたの年齢は？  

（ ）２０歳代、（ ）３０歳代、（ ）４０歳代、（ ）５０歳代、  

（ ）６０歳代、（ ）７０歳代以上  

  

２、あなたの性別は？  

（ ）男性、（ ）女性  

 

３、お持ちの医療系資格は？  

（ ）医師、（ ）看護師、（ ）薬剤師、（ ）臨床検査技師、（ ）MSW、  

（ ）がん専門相談員、（ ）その他（具体的に ）  

  

４、現在のお勤め先は？  

（ ）がん診療連携拠点病院、（ ）それ以外の病院、（ ）医院・クリニック、  

（ ）老健・福祉施設、（ ）調剤薬局、（ ）医療関係以外、（ ）特に勤め先は無し  

 

５、現在の主な活動地域（都道府県）は？ （ ）  

 

 

６、現在、認定ネットワークナビゲーター（以下、ナビ）としての活動を行っていますか？  

 （ ）はい、（ ）いいえ  

 

＊６で、はいと答えられた方にお尋ねします（７～１１）。  

 

７、ナビとしての活動の場はどこですか？  

（ ）がん診療連携拠点病院、（ ）それ以外の病院、（ ）医院・クリニック、  

（ ）調剤薬局、（ ）がんサロンなどの患者サポートの場、  

（ ）それ以外（具体的に： ）  

 

８、ナビとして十分な活動が行えていますか？  
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（ ）十分、（ ）まず十分、（ ）かなり不十分、（ ）全く不十分、（ ）わからない  

 

  

 

９、現在、ナビとして対応した件数は１ヶ月におよそ何件ですか？  

（ ）０件、（ ）１～２件、（ ）３～９件、（ ）１０件～１９件、（ ）２０件～  

 

１０、ナビとして対応したクライアントの方のおよその割合（合計が１０割で）をお教えく

ださい。  

（  割）がん患者さん本人、（  割）がん患者さんのご家族、（  割）それ以外  

 

１１、ナビとしての周囲からのニーズについてどう感じますか？  

（ ）大きい、（ ）やや大きい、（ ）やや小さい、（ ）小さい、（ ）わからない  

  

＊６で、いいえと答えられた方にお尋ねします（１２～１４）。  

 

１２、ナビとして活動していない理由は何ですか？  

（ ）活動する場が無い、（ ）活動する時間・余裕が無い、（ ）活動を求められていない、 

（ ）特に理由は無い、（ ）その他（具体的に： ）  

 

１３、今後、ナビとしての活動の場をどこにしようと考えていますか？  

（ ）がん診療連携拠点病院、（ ）それ以外の病院、（ ）医院・クリニック、  

（ ）調剤薬局、（ ）がんサロンなどの患者サポートの場、  

（ ）それ以外（具体的に： ）、（ ）わからない  

 

１４、今後、ナビとして十分な活動が行えると思いますか？  

（ ）十分、（ ）まず十分、（ ）かなり不十分、（ ）全く不十分、（ ）わからない  

 

 

＊再びすべての方にお尋ねします。  

 

 

１５、将来のナビのニーズについてどう思いますか？  

（ ）大きい、（ ）やや大きい、（ ）やや小さい、（ ）小さい、（ ）わからない  

 

１６、現在の２段階のナビゲーター制度（ナビ・シニアナビ）について、どう思いますか？  
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（ ）良い、（ ）やや良い、（ ）あまり良くない、（ ）良くない、（ ）わからない  

 

１７、その理由は何ですか？ （ ） 

  

 

１８、今後、ナビを発展させていく際に有効と思われる広報の方法・場所はどこですか？  

（ ）がん診療連携拠点病院、（ ）それ以外の病院、（ ）医院・クリニック、  

（ ）調剤薬局、（ ）がんサロンなどの患者サポートの場、  

（ ）それ以外（具体的に： ）、（ ）わからない  

 

 

１９、ナビ間・ナビ同士のネットワーク構築についてお考えをお聞かせください。  

 

  

 

  

２０、その他、ナビについて思うところを何でも自由にお聞かせください。  

  

 

 

  

 

  

 

アンケートは以上です。 ご協力いただき、誠にありがとうございました。  

 

  

 

ご不明の点がございましたら、一般社団法人日本癌治療学会、事務局（担当：花田真由美、

電話：03-5542-0546）までお問い合わせ下さい。  

 

  

 

 

 


